






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































年）280頁、内藤謙『刑法講義総論（下) I｣ (有斐閣、1991年) 790頁以下、
山口厚「刑法総論〔第2版〕」（有斐閣、2007年) 253頁、浅田和茂「刑法総
論〔補正版〕」（成文堂、2007年）282頁以下、大塚仁『刑法概説（総論）〔第
4版〕」（有斐閣、2008年）453頁、林幹人「刑法総論〔第2版〕」（東京大学
出版会､2008年) 322頁以下、井田良『講義刑法学・総論」（有斐閣、2008年）
366頁以下、大谷實『刑法講義総論〔新版第4版〕』（成文堂、2012年）318
頁、川端博「刑法総論講義〔第3版〕」（成文堂、2013年) 422頁、高橋則夫
「刑法総論〔第2版〕」（成文堂、2013年）340頁、松原芳博『刑法総論」（日
本評論社、2013年) 201頁以下、前田雅英『刑法総論講義〔第6版〕』（東京
大学出版会､2015年) 302頁、山中敬一「刑法総論〔第3版〕』（成文堂､2015
年）646頁など。
（3）大判昭和6年12月3日刑集10巻682頁。一部の漢字と仮名遣いを改めた。
（4）安田拓人「『精神の障割と法律的病気概念」中谷陽二編「責任能力の
現在一法と精神医学の交錯」（金剛出版、2009年）27頁参照。
（5）1975年より妥当しているドイツ刑法20条･21条は、「精神の障害」要件
につき、「病的な精神障害、根深い意識障害、又は精神薄弱若しくはその他
の重い精神的偏椅」という形で具体的内容を列挙する。
（6）水留正流「責任能力における「精神の障害』－診断論と症状論をめく、っ
て（1）」上智法学論集50巻3号（2007年）140頁。
（7）それゆえ、この分野の研究においては長らく、統合失調症や躁うつ病、
てんかんなどの精神病に加え、精神遅滞、意識障害、人格障害や飲酒酩酊な
どの疾患分類がなされた上で、各症状別の考察がなされるに留まってきた。
こうした考察方法が採られてきた背景には、「従前の裁判例を集積して帰納
的に導く方が、より実際的で有効である」（大塚仁ほか編『大コンメンター
ル刑法第3巻〔第3版〕」（青林書院、2015年）435頁参照［島田聡一郎＝馬
場嘉郎]）との理解があり、例えば「急性期の統合失調症であればほぼ心神
喪失である」という形で、各症例における責任能力の具体的な判断結果を関
心対象とした、裁判例の帰納法的な考察が行われるに過ぎなかった。
（8）箭野章五郎「刑事責任能力における「精神の障害」概念」法学新報115
巻5＝6号（2008年）289頁参照。
（9）クルト・シュナイダー（針間博彦訳）「新版臨床精神病理学』（文光堂、
2007年） 2頁以下参照。
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(10） 安田・前掲注4 ．31頁。
(11） 安田拓人『刑事責任能力の本質とその判断』（弘文堂、2006年）71頁。
(12） 山口厚ほか（座談会）「現代刑事法研究会③責任能力」ジユリスト1391
号(2009年) 96頁［橋爪隆]。
(13） 大塚ほか編・前掲注7 ．430頁参照［島田＝馬場]。
(14） 岡田幸之「責任能力判断の構造」論究ジユリスト2号（2012年）103頁
参照。
(15） 水留正流「責任能力における『精神の障割一最近の動向を踏まえて」
法と精神医療29号（2014年）2頁。
(16) Morse,MentalDisorderandCnminalLaw,101J.CRIM.L.&CRIMINoLoGY
885,2011,at895.
(17) C.SIoBoGINETAL,LAwANDTHEMENTALHEAIJrHSYsTEM:CMLANDCRIMINAL
AsPEcls,6thed.,2013,at646.
(18）〃．
(19) H.FINGAREITE,'nlEMEANINGoFCRIMINALINsANITY,1972,at25(note9).
(20) Eg,P.RoBINsoN,CRIMINALLAw:CAsESTuDIEsANDCoNTRovERsIEs,3rded.，
2012,at587.他方で、以下に述べるように、「精神の障害」を法的概念として
構成するとしても、その理解には幅がみられる。例えば、LaFaveの体系書
では、「責任能力基準の後半部分［心理学的要素］で記述された結果を生じ
させる場合には、精神病(psychosis)はもとより、神経症(neurosis)や器
質性の脳障害(organicbraindisorder)、さらには先天性の知的障害
(congenitalintellectualdenciency)など、いかなる精神異常であってもこの
要件を充足しうる」 (W.LAFAvE,CRIMINALLAw,5thed.,2010,at399) とされ
る。こうした理解を念頭に置けば、「精神の疾患ないし欠陥」という要素の
重要性は相対的に減じられ、犯行時の弁識・制御能力が免責を要するほどに
喪失していたかという点が決定的な基準として作用することになる
(SLoBoGINETAL,s"""notel7,at647)。
これに対して、アメリカの諸法域では上記のアプローチとは異なり、「精
神の疾患ないし欠陥」の重篤性を要求することで、同要件に限定を加えよう
とする試みも散見される。例えば、連邦法における責任能力基準の「精神の
疾患ないし欠陥」には、「重大な」という限定が付されており (18U.S.C.
§17)、連邦法と同時期に公表されたアメリカ精神医学会(American
PsychiatlicAssociation)の責任能力基準においても、「精神の疾患ないし精
神遅滞には、事実の知覚や理解を重大かつ明白に損なわせ、かつ、アルコー
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ルその他の精神に影響を及ぼしうる物質を任意に摂取したことに主な原因を
求めることができないような、重大な精神の異常状態のみ」が含まれるとさ
れていた(InsanityDefenseWorkGroup,AmericanPsychiatricAssociation
StatementonthelnsanityDefense,140AM.J.PsYcHIATRY6,1983,685)。連邦法
の立法資料によれば、「重大性概念が付加されたのは、非精神病性の行動障
害、あるいは「不適性人格」や『未熟人格｣、「反社会的傾向のある」行動様
式のような神経症によって、同抗弁が構成されないことを強調するため」
(S.Rep.No.225,98thCong.,1stSess.,1984,at229)であったとされる。
もっとも、心神喪失抗弁から人格障害などの類型を無条件に締め出すこと
に対しては、学説からの反対が根強く (E.g,Bonnie,ShouldaPersonality
DisorderQualifyasaMentalDiseaseinlnsanityAdjudication?,38J.L.MED.＆
ETHIcs760,2010,at762-63;Morse,s況加znotel6,at931-32.これに対して、カ
リフォルニア州やオレゴン州の責任能力基準においては、全ての人格障害が
「精神の障害」の定義から明示的に排除されている。CA.PENAL@29.8;OR.
REv.SIYYT.@169.295(2013).)、また、心神喪失による無罪後の非刑事的収容
が広範に認められているアメリカでは、治療可能性のない精神病質者
(psychopath)が同抗弁を提起するのは例外的な場合に留まると予想される
ことから、こうした議論の実益には疑問が呈されている (Morse,s""Iznote
16,at932)。責任能力基準において決定的に重要なのは法的な機能基準（弁
識・制御能力）の有無や程度であることからすれば、「精神の障害」の外延
は弁識・制御能力要件のいずれ（あるいは両方）を採用するのかという点に
依拠し(SLoBoGINETAL,s"mnotel7,at647)、「精神の障害」を実体論的に
正面から論じる意義は存在しないことになるだろう。
(21） 墨谷葵「責任能力基準の研究」（慶応通信、1980年）102頁。
(22) LAFAvE,s""note20,at414.
(23） 墨谷・前掲注21．109頁参照。
(24) Durhamv.UnitedStates,214F.2d862,874(D.C.C.1954).
(25) D"戒α加,214F.2d,at870.
(26) I.RAY,ATREArlsEoNTHEMEDIcALJuRIsPRuDENcEoFINsANITY,3rd.ed.,1853,
at39.
(27) D"γ加加,214F.2d,at876(quotingHollowayv.UnitedStates,148F.2d
665,667(D.C.C. 1945)).
(28) Krash,TheDurhamRuleandJudicialAdministrationofthelnsanity
DefenseintheDistrictofColumbia,70YALEL.J､905,1961,at928.
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(29） 墨谷・前掲注21．101頁。
(30） グラム判決の中で想定されていた陪審説示の内容について、D"油α”
214F.2d,at875.
(31） グラム判決では、疾患と欠陥の区別一前者には治癒や悪化が見込まれ
るものが、後者には先天的な障害や外科的な傷害の結果、あるいは精神疾患
の後遺症など、治癒や悪化が見込まれないものが含まれるとの指針
(Durham,214F.2d,at875)－のみが提示され、その結果として「精神の
疾患ないし欠陥」という決定的に重要な概念が定義されないまま残された。
J.DREssLER,UNDERsTrANDINGCRIMINALLAw,6thed.,2012,at349.
(32) FINGAREITE,s"""notel9,at30.
(33）〃．
(34) Swartz, "MentalDisease":TheGroundworkforLegalAnalysisand
LegislativeAction,111U.PA.L・REv､389,1963,at414.
(35） 墨谷・前掲注21･ 108頁。
(36)Wechsler,TheCriteriaofCriminalResponsibility,22U.CHI.L.REv.367,
1955,at373.
(37） もっとも、ニユーハンプシヤー州では、同州の最高裁判所が1870年前後
に定立した所産テストが現在でも維持されている。Statev.Jones,50N.H.
369（1871)．
(38) AGoLDsTEIN,'IIIEINsANITYDEFENsE,1967,at86.
(39) LAFAvE,s"伽znote20,at417.
(40) D"油α加,214F､2d,at875.
(41） グラム判決は、「所産」要件の必要性を指摘する中で、英国の「死刑に
関する王立委員会」の報告書を引用する。D"油α”,214F.2d,at875(quoting
RoYALCoMMIssIoNoNCAPITALPuNIsHMENT1949-1953,REpoRT,Cmd.No.8932,at
99)．
(42)Wechsler,s"""note36,at371.
(43) ".at369-70.
(44) Carterv.UnitedStates,252F.2d608,617(D.C.C.1957).
(45) Acheson,McDonaldv.UnitedStates:TheDurhamRuleRedefined,51
GEo.L.J.580,1963,at582.
(46) Frigillanav.UnitedStates,307F.2d665(D.C.C.1962).
(47） 検察側に合理的な疑いを差し挟む余地のない程度の立証が求められる構
図は、1970年の立法により、責任能力に関する挙証責任が被告人側に転換さ
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れるまで続くことになる。D.C.CoDEANN.@24-301(j) (1970).
(48) Acheson,s""note45,at583.
(49) Krash,s""Iznote28,at932.
(50) Acheson,s""rznote45,at584.他方で、「所産でないこと」の証明は、
「所産であること」の証明に比して著しく困難なことから、ひとたび精神鑑
定人が「所産である」と証言した場合には、被告人の側に著しく有利に働く
という問題も存在した。〃.at583.後述のように、1967年のWashington判決
以前は、「所産」が認められるかといった究極的な争点に関して、精神鑑定
人の意見陳述が認められていたからである。
(51) FINGAREITE,s""Iznotel9,at31.
(52) Krash,s"""note28,at933.
(53) FINGARETI､E,s""uznotel9,at32.コロンビア特別区においても、責任能力
の最終的な判断は事実認定者に委ねられる一方で、「精神の疾患を定義づけ
る権限は医学の側に存するのみならず、この権限を実際に行使している」と
の暗黙の前提が採られていた。〃.at31.
(54) Acheson,sMMznote45,at587.
(55) LAFAvE,s"Iznote20,at419.
(56) BIockerv.UnitedStates,274F.2d572(D.C.C.1959).
(57) LAFAvE,s@Wanote20,at419.
(58) McDonaldv.UnitedStates,312F.2d847,851(D.C.C.1962).
(59) SLoBoGINETAL,s"Mznotel7,at632.この点についてLAFAvE,s"'Tznote
20,at420は、アメリカ模範刑法典における責任能力基準との類似性を指摘
する。また、McDonald判決は、行為制御能力の機能低下を要求する点で、
所産要件の相対的な重要性を減じるものでもあった(Acheson,s"""note
45,at587)。この点を捉え、同判決によってグラム・ルールは事実上撤回さ
れたに等しいとも評される。〃.at581.
(60)Washingtonv.UnitedStates,390F.2d444,456(D.C.C. 1967).なお、墨
谷・前掲注21．126頁以下は、Washington判決によって「所産」のみなら
ず、「精神の疾患ないし欠陥」の存在についても精神鑑定人の意見陳述が禁
止されたとするが、この指摘は不正確である。本文中でも指摘するように、
同判決では、「精神の疾患ないし欠陥」に関する証言の禁止について、慎重
な態度が採られている。W(zs〃"g功",390F.2d,at456.
(61) Wfzs〃"gｵ0",390F.2d,at456.
(62） Qz畑γ,252F.2.,at617.
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(63）〃．
(64) E.g,UnitedStatesv.Eichberg,439F.2d620,625(D.C.C1971).
(65) UnitedStatesv.Brawner,471F.2d969(D.C.C.1972).コロンビア特別区
の連邦控訴裁は、アメリカ模範刑法典による責任能力基準が他法域で優勢と
なっている現状を念頭に、「司法上のアプローチや語句を統一するため」に
放棄するとの立場を採用した(".at984)。なお、「精神の疾患ないし欠陥」
要件については、McDonald判決による定義を存置している（〃・at983)。
コロンビア特別区におけるBrawner判決の位置づけについて、Symposium,
Introduction:ThelnsanityDefenseintheDistrictofColumbia,1973WAsH.
U・L.Q.19,at34-37.
(66） 墨谷・前掲注21．122頁｡
(67) LAFAvE,s"Eznote20,at415.
(68)Weihofen,'IYleDennitionofMentallllness,210HIoSr.LJ.1,1960,atl.
(69) FINGAREITE,s""znotel9,at36.
(70) Swartz,s"Mznote34,at394.
(71) ".at392.
(72)Waelder,PsychiatryandtheProblemofCriminalResponsibility, 101U.
PA.L・REv.378,1952,at384.
(73) Swartz,s""zznote34,at392.精神疾患の概念には個人の価値判断が色濃
く反映される点について、Eaton,TheAssessmentofMentalHealth,108AM.
J.PsYcHIATRY81,1951,at84.
(74) Swartz,s"Mznote34,at395.
(75) ".at401.
(76) ".at418.
(77）〃．
(78) ".at392.
(79) ".at420.
(80)〃・at392.
(81) Krash,s""note28,at932.
(82） 墨谷・前掲注21．149頁参照。他方で、「所産」についても、事実認定者
によって判断されるべき事項であることについて、Krash,s""zInote28,at
932．
